
令和２年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ）

No １４ 府 省 庁 名  総務省、内閣府   

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ ） 

要望 

項目名 
地域データセンター整備促進税制の拡充・延長 

要望内容 

（概要） 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要）

特定通信・放送開発事業実施円滑化法（平成２年法律第35号）の規定※に基づき、総務大臣に実施計画の

認定を受けた電気通信事業者 

※今般の拡充要望に合わせて一部規定を改定する必要あり 

・特例措置の内容

首都直下地震緊急対策区域以外に整備するもので、専ら同区域内のデータセンターのバックアップを目的

とする地域のデータセンターの整備事業に関する実施計画の認定を受けた電気通信事業者が、当該実施計画

に従って取得した電気通信設備に対して、以下の措置を適用する。 

・特例措置の内容

地域のデータセンターの整備事業に関する実施計画の認定を受けた電気通信事業者が、当該実施計画に従

って取得した電気通信設備に対して、以下の措置を適用する。 

（１）対象設備 

実施計画に従って取得した電気通信設備 

①サーバー、ルーター、スイッチ、②電源装置、無停電電源装置、非常用発電機※ 
※ ①の設備と同時に設置されるものに限る。 

（２）措置内容 

固定資産税：取得後３年度分の課税標準の特例（軽減割合１/４） 

関係条文 

減収 

見込額 

［初年度］  ▲13.95  （ 0 ）  ［平年度］ ▲25.5  （ 0 ）

［改正増減収額］ ―  （単位：百万円） 
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要望理由 

（１）政策目的 

インターネットの利用が拡大し、トラヒックが増加している中、更にIoT時代の到来により地域において

生み出されるデータの急増が見込まれているところ、情報流通の要となるデータセンターやＩＸ※1・ＣＤＮ※

2関連設備の地域への整備を促進。これにより地域経済を活性化するとともに、東京圏に集中しがちなトラヒ

ックを分散してトラヒック流通の効率化や国土強靭化を実現する。 

※1 Internet eXchange: インターネットにおけるトラフィックの交換拠点 

※2 Content Delivery Network: ユーザーに効率良くコンテンツを配信するための分散型情報配信システム 

（２）施策の必要性 

インターネットトラヒックの増加・IoTの普及や官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）の

施行を踏まえ、今後地域で生まれるデータの急速な増大が予想される。 

他方、我が国のインターネットは、その大部分のトラフィックを都市部で交換する一極集中型の構成となっ

ており、本来的には地域内で交換可能なトラフィックも都市部を経由して通信している。このような非効率

的な通信により、ネットワークインフラを圧迫していることに加え、災害時等における脆弱性の要因ともな

っている。 

このため、今後も増加が見込まれている地域のIoTデータ及び官民データの蓄積・活用並びに東京圏に集中

しがちなデータやトラヒックの分散化を図り、地域内での情報の流通を円滑化するとともに、耐災害性を向

上させるため、データセンターを全国に整備することが必要である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 
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合
理
性

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

〇成長戦略フォローアップ（令和元年6月21日閣議決定） 

Ⅱ.経済構造革新への基盤づくり 

Ⅰ Society5.0の実現 １．デジタル市場のルール整備 

（２）新たに講ずべき具体的施策 ⅱ）データ流通の促進 

②流通・活用環境の整備 

エ） ICT を活用した災害対応

トラヒックの混雑緩和と都市部での大規模災害発生時のリスク回避を図るため、電気通信事業

者やコンテンツ事業者等、幅広い関係者による協議会を本年内に設立し、地域IXやCDN等の活

用による地域分散型のネットワーク構成への移行を進める。

〇まち・ひと・しごと創生基本方針2019（令和元年6月21日閣議決定） 

V.各分野の施策の推進 

４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 

（２）Society5.0の実現に向けた技術の活用 

地域 IoT データ等の地域内での流通・活用の基盤となる地域データセンターや地域IX・CDN 等

の地域分散型ネットワークの整備を支援する。 

〇世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（令和元年6月21日閣議決

定） 

目的 

第一条 この法律は、インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて流通する多

様かつ大量の情報を適正かつ効果的に活用することにより、急速な少子高齢化の進展への対応

等の我が国が直面する課題の解決に資する環境をより一層整備することが重要であることに鑑

み、官民データの適正かつ効果的な活用（以下「官民データ活用」という。）の推進に関し、基

本理念を定め、国、地方公共団体及び事業者の責務を明らかにし、並びに官民データ活用推進

基本計画の策定その他官民データ活用の推進に関する施策の基本となる事項を定めるととも

に、官民データ活用推進戦略会議を設置することにより、官民データ活用の推進に関する施策

を総合的かつ効果的に推進し、もって国民が安全で安心して暮らせる社会及び快適な生活環境

の実現に寄与することを目的とする。 

○ 国土強靱化基本計画（平成30年12月14日閣議決定）

第１章 国土強靱化の基本的考え方

４ 特に配慮すべき事項

（民間投資の促進）

民間事業者への情報の徹底した提供・共有や連携（広報・普及啓発、協議会の設置等）により、

国土強靱化に資する自主的な設備投資等（例えば、バックアップの施設やシステムの整備等）

を促すとともに、PPP/PFI を活用したインフラ整備や老朽化対策等を進めるほか、民間の投資

を一層誘発する仕組み（例えば、認証制度、規制の見直し、税制の活用等）の具体化を着実に

進める。

平成29年度概算要求における政策評価体系図 

【総務省政策評価基本計画（平成24年総務省訓令第17号）】 

Ⅴ. 情報通信（ＩＣＴ政策） 

２. 情報通信技術高度利活用の推進

４. 情報通信技術利用環境の整備

〇 平成31年度内閣府本府政策評価実施計画 

政策目標９．防災政策の推進 

施策目標⑤ 防災行政の総合的推進 
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政策の 

達成目標 

平成30年度末時点の「１都３県のデータセンターのサーバールーム面積」※１の「全国のデータ

センターのサーバールーム面積」※２における比率（以下「指標の比率」という。）を、平成 30

年度末時点で約56.79％であるものを、令和11（2029）年度末までの10年間で5割以下に下げ

ることを目標とする。 
※１ 民間調査（データセンタービジネス市場調査総覧（株式会社富士キメラ総研））における１都３県のサーバールーム面積 

※２ 民間調査（データセンタービジネス市場調査総覧（株式会社富士キメラ総研））における全国のサーバールーム面積 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

令和４年３月31日まで 

（延長：２年間） 

同上の期間中

の達成目標 

令和３年度末時点での指標の比率を、約54.90％に低減する。 

政策目標の 

達成状況 

平成30（2018）年末時点における指標の比率：56.8% 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

令和元年度は１７社適用見込み 

※主要５事業者団体中、３事業者団体による聞き取り結果を反映。残り２事業者団体からの聞

き取り結果により、適用見込み数は増える可能性がある。

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本措置は、地域におけるデータセンター関連設備への投資に対するインセンティブを付与す

ることにより、地域の情報流通の円滑化を図るとともに、データセンターやトラヒックの地域

分散化に寄与するものである。 

現在、信用基金の運用益を活用してNICTが実施中の「地域特定電気通信設備共用事業助成金

事業」と合わせ、指標の比率は着実に減少しているころから、本措置が達成目標の実現に十分

に寄与しているものと考えられる。（他方で、現状、本件税制措置の適用がないことから、運用

改善等、本件要望にいたっているもの。） 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

国税（法人税の特別償却15％） 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

要望の措置の 

妥当性 

広く全国にデータセンターを整備するには、租税特別措置により投資インセンティブを確保す

ることが妥当である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

なし 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

ページ １４－５ 



前回要望時の 

達成目標 

平成28年度末時点の「１都３県のデータセンターのサーバールーム面積」※１の「全国のデータ

センターのサーバールーム面積」※２における比率（以下「指標の比率」という。）を、平成 28

年度末時点で約57.85％であるものを、令和８（2026）年度末までの10年間で1％下げること

を目標とする。 
※１ 民間調査（データセンタービジネス市場調査総覧（株式会社富士キメラ総研））における１都３県のサーバールーム面積 

※２ 民間調査（データセンタービジネス市場調査総覧（株式会社富士キメラ総研））における全国のサーバールーム面積

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

平成30（2018）年末時点における指標の比率：56.8% 

これまでの要望経緯 

平成30年度要望にて新設 
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